公益財団法人畜産近代化リース協会畜産特定補助リース実施要領
制定　　平成２７年　３月１１日
最終改正　　平成２９年　３月３１日

第１　趣旨
　　この要領は、公益財団法人畜産近代化リース協会（以下「協会」という。）が、公益財団法人畜産近代化リース協会業務方法書（以下「業務方法書」という。）附則第３項の規定により同項に規定する特定補助金（以下「特定補助金」という。）に係る貸付施設の貸付け（以下「畜産特定補助リース」という。）を行う場合における同項の規定に基づく業務方法書の特例、業務方法書により委任された事項について公益財団法人畜産近代化リース協会業務方法書実施要領（以下「通常実施要領」という。）に規定されたものの特例その他畜産特定補助リースを実施する上で必要な事項を定めるものとする。
第２　貸付期間
　　特定補助金に係る貸付施設の貸付期間に関する通常実施要領第４の規定の適用については、同第４の１の（１）中「法定耐用年数に１年を加えた期間」とあるのは「法定耐用年数」と、同第４の２中「業務方法書第５条第１項に定める期間」とあるのは「その法定耐用年数の１００分の７０（法定耐用年数が１０年以上の貸付施設については、１００分の６０）に相当する年数（１年未満の端数は切り捨てる。）から法定耐用年数まで」とする。
第３　附加貸付料
　　特定補助金に係る貸付施設に対する附加貸付料に関する通常実施要領第７の規定の適用については、同第７の２中「取得価額」とあるのは「取得価額から当該貸付施設の取得に充当した業務方法書附則第３項に規定する特定補助金相当額を控除して得た額」と、「業務方法書第６条第２項第１号」とあるのは「同項の規定により読み替えて適用する業務方法書第６条第２項第１号」とする。
第４　再貸付け
　　特定補助金に係る貸付施設の再貸付けに関する業務方法書第７条の規定の適用については、同条中「直接又は間接の構成員」とあり、及び「これら構成員」とあるのは「構成員」と、「貸付施設を直接又は間接に」とあるのは「貸付施設を」とする。
第５　貸付期間終了後の施設の譲渡
　　特定補助金に係る貸付施設の貸付期間終了後の譲渡に関する業務方法書第１１条の規定の適用については、同条第１項中「取得価額」とあるのは、「取得価額から附則第３項に規定する特定補助金相当額を控除して得た額（以下「補助残取得価額」という。）」とする。
第６　貸付施設の滅失等
　　特定補助金に係る貸付施設の滅失等に関する業務方法書第１３条の規定の適用については、同条第４項中「取得価額」とあるのは、「補助残取得価額」とする。
第７　貸付施設の購入方法
　　特定補助金に係る貸付施設の購入方法については、通常実施要領第９の規定にかかわらず、別に協会が定めるところによるものとする。
第８　貸付施設の検収
１　特定補助金に係る貸付施設の検収に関する業務方法書第１４条の規定の適用については、同条第２項中「第７条」とあるのは、「公益財団法人畜産近代化リース協会畜産特定補助リース実施要領第４の規定により読み替えて適用する第７条」とする。
２　特定補助金に係る貸付施設の検収の時期及び場所等については、通常実施要領第１０の規定にかかわらず、別に協会が定めるところによるものとする。
第９　貸付けの申請
１　畜産特定補助リースに係る貸付けの申請については、通常実施要領第１１の規定にかかわらず、指定支援団体（業務方法書附則第３項に規定する指定支援団体をいう。以下同じ。）からその補助の対象となる貸付けとする旨の通知を受けた協会の指示するところに従い、別に協会が定める様式の貸付申請書により行わなければならない。
２　畜産特定補助リースに係る貸付けの申請に当たっては、業務方法書第１９条第１項第１号の規定にかかわらず、同号に掲げる書類の提出は要しないものとする。
３　畜産特定補助リースに係る貸付申請書の提出については、業務方法書第２７条本文の規定にかかわらず、都道府県を経由する必要はないものとする。
第１０　契約書の様式
　　畜産特定補助リースに係る協会と販売業者との売買契約及び協会と借受者との貸付契約の締結は、通常実施要領第１２及び第１３の１の規定にかかわらず、別に協会が定める様式の契約書により行うものとする。
第１１　その他
　　第２から第１０までに規定するもののほか、貸付けを受けようとする者、借受者、最終借受者及び販売業者は、畜産特定補助リースの実施について協会から手続等に関して指示があったときは、それによらなければならない。
　　　附　則
１　この要領は、業務方法書の変更の施行の日（平成２７年３月１１日）から実施する。
２　この要領の実施前に第９の１の規定に基づき協会が定める様式に相当する様式の貸付申請書の提出があった場合において、指定支援団体から当該貸付けを受けようとする者の機械・施設等の導入について補助の対象となる貸付けとする旨の通知があったときは、この要領の実施の日に第９の規定による貸付申請書の提出があったものとみなす。
　　　附　則
　この要領の改正は、平成２８年４月１日から実施する。
